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電力料金構成

主問題

契約電力の低減を目的とした，契約電力の理論的設定

と電力運用のシステム化

次に，主問題を問題のタイプから 3 分割してテーマと

する.

テーマ I

電力需要予測……需要電力確率分布のより正確な予測

テーマ E

電力契約最適化……リスクの評価とトータルコストミ

ニマムとなる契約電力値の策定

テーマE

電力監視・電力抑制…・・電力監視・抑制体制の確立

これら 3 つのテーマは個別に解決されたのち，システ

time 

従量料金

ベナルティー概念図

図1. 1

図1. 2

kW 

オイルショックをトリガーとするオイル価格の高騰に

よる電力コストプッシュおよび低成長下における企業の

積極的な省エネルギ一指向を背景として，電力料金を構

成する基本料金(図1. 1) を決定づけるいわゆる電力デマ

ンド契約にも最適化の要請が高まった.

一方，テーマンド契約は年次契約であること，また契約

された電力(契約電力)の超過に対しては基本料金とは別

途にベナルティー(図1. 2) を賦課されるため，月間での

生産計画の変更および日間での操業計画の変更やトラブ

ルによる突発的な電力ピークの発生等の大きな

不確定性を有する状況下にあっては，契約電力

の低減は大きな risk をかかえている.

したがって，本問題を電力デマンド契約シス

テムとしてシステム化するにさいしては，

(i) 需要電力の確率分布の正確な予測

(日) risk (ベナルティーつまり違約金や契約

更新)の評価と契約の最適化

(i�) 電力監視・電力抑制と L 、う電力運用上の

体制づくり

の 3 テーマの解決が不可欠である.

本報では，契約電力の低減を目的として契約システム

を確立するまでの過程を，実際のアプロ一千に沿って述

べる. 2. では.まず situation を明確にするため問題を

3 つのサプテーマに分割する. 3. から 5. まで1土， 前述

のサプテーマについて個々に解決の方向を議論する.そ

して 6. て、は，それらをアグリゲートした形でのシステム

構成について触れている.
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本報で対象とする主問題は以下のとおりである.

問題構造2. 
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図 2.1 電力デマンド契約システムのイメージ

ムとして一元化される.

3. 電力需要予測

需要予測は目的によって，

(i) 1 単位時間(たとえば将来のある 1 時間)の予測

(主として電力監視のためのインフォメーションと

して利用される)がほしい場合

(日) 長期(たとえば今後 1 年間)にわたる予測j分布(主

として電力契約のベースデータとして利用される)

がほしい場合

の 2 ケースが考えられる.

需要は，原則的には生産計画にリンクする.しかし実

際には，

a) 生産計画を break down する過程での変更

b) 省エネルギー活動の推進による電力原単位の低減

c) 生産品種(多品種)の各設備の使用電力の分析の複

雑さ

d) 設備と電力計測系(たとえばフィーダ)との対応が

必ずしもい 1 ではなく複数: 1 であるための使用電力

の分析の複雑さ

e} 気温の変化による使用電力の変動(季節変動)

f) 設備のダウンあるいはトラブルの影響

等が原因として予測を困難なものにしている.

したがって，予測方法としては， 1st phase で生産計画

をパラメータとして需要分布を予測し(原予測と呼ぶ)，

2nd phase で過去の電力使用実績を予測に反映させ予

測を補正・修正すると L 、う 2phases forecasting とし

て，予測精度の向上を実現している.

3.1 電力監視・抑制用予測

年次の契約電力が締結された状況下で，設定された契

約値を超過することのないよう電力監視が行なわれ，場

合によっては使用に対して緊急時に抑制を加える必要が

ある.この時の監視のタイムスパンは一般的には60分で

ある.

また，監視・抑制jの必要性ないしは重要度は，当該タ

イムスパンで予想された単位時間予測値がキー情報とな

るため確度の高い予測が要求される.

以下に単位時間予測のアルゴリズムを示す.

単位時間予測アルゴリズム

1 。 各設備の一定時間間隔での生産計画量 Uj(ti) を

与える.

ただし， ti; 番目のタイムスパン (i =1 ， 2…， 1) 1 は

年間のタイムスパン数

j; 第 j 設備(j=1 ， 2… ， J) J は設備総数

2。 最新の電力団帰式

Vj(x) =ajx+bj 

ただし， zE 生産量

aj; bj ; 回帰係数

に 1 0 の Uj (ti) をインプットし i 番目のタイムスパン

での設備 j の予測電力 Wj(ti) を求める.

Wj(ti) = Vj{Uj(ti)} =aj ・ Uj (ti)+bj 

30 すべての設備について予測電力を求め総合する.

J 

W(til =I;Wj(til 
j=l 

3. 2 電力契約用予測

契約のベースとしては，年間需要の確率分布の正確な

予測が必要である.そのためには，前述の 2phases foｭ

recasting が有効である.本予測は，以下に述べるよう

に，原予測を行なったのち，過去の誤差分布で修正を加

えて修正予測を得るという 2 フェーズから成るアルゴリ

生産計画
回帰式による

予算計画 〈ゆく|盈。〈
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原予測分布

¥/ 
昨年の予測と実績分布による

原予測分布の修正

I I 1 st phase 2 nd phase 

図 3.1 2phases forecasting 

修正予測分布
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実績値

g (l, k) 

予測値

図 3.2 誤差分析 G

ズムで構成される.

需要分布予測アルゴリズム

[1st phase] 

1 0 ， 2 0 ， 3。は単位時間予測アルゴリズムと同じ

4。 すべてのタイムスパンについて，予測電力を求め

る.

{耳T(t，) , W(t.) , …W (ti) …W (trl} = {W" W. , .•. Wr} 

以上 60 ， 7 0 により修正予測分布 F を得る.

ここで本アルゴリズムを連続系で表現すると，

仮定 1) 原予測分布 Hを N(μ， u2 ) の正規分布とす

る.

仮定 2) 予測値 z の実績分布を N(μ， (z) ， σ，2(Z)) 

の正規分布とし ， fl'(z) =Z， σ， (Z)=引の関係

を有すると仮定する.

デ電力レベルによるクラス分割を行ない，クラスご の 2 つの仮定のもとでは，修正予測分布 F は N(μ， u2+

との確率を求める. σ，2) の正規分布となるような変換となっていることが示

h(k)…クラス h の確率; 0孟h(k) 孟 1 ; される.

x 
k=I ， 2 ， 3 ・・k; I;h(k)=1 

k=' 

以上 1 0 _5 0 により原予測分布 Hを得る.

[2nd phaseJ 

6。 予測クラス別に過去の実績(クラス分割方法は同

ーとする)の確率分布 G を準備する.

g(l ， k) ……クラス k の予測をしたとき P ラス l の実績

となった確率(図3.2)
L K 

O壬g(l ， k) 三 1; l=I , 2…,L; I; I; g(l ,k) = 1 
1=1 k=' 

70 修正された予測がクラス t になる確率 f(l) を求

める.

F=GoH; F は修正予測分布， 。はオベレータ
K L 

f(I)=I; g(l ,k)h(k) ; I;f(l) =1 
k=' 1=' 
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4. 電力契約最適化

最適性の criterion は，容易にトータルコストミニマ

ムとすることができるが，ここで契約値が超過したとき

のベナルティーをどうするかが問題となる.

risk をともなう場合の評価・決定には Decision

Theory により種々の決定基準が available であるが，

ここではペナルティーに対する期待値をもって評価す

る.実際の運用上では，こうした電力超過は起こさない

ように電力抑制策がとられる.

ここに，契約決定問題は，(基本料金+期待ベナルティ

ー)をミニマムとするような契約値の策定を行なうと L 、

う問題に帰着する(図4.1).

以下に，契約決定アルゴリズムを述べるが，電力デマ
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最適契約電力

図 4.1 契約決定問題

ンド契約の決定は 2 つの step から成る.

1st step は，前述の電力予測から得られた修正予測分

布から年間で、の最大電力分布(Max 分布と呼ぶ)を求め

る.次に， 2nd step では， Max 分布にもとづき期待支

払額を計算し，そのうちから最適債を決定する.

電力契約アルゴリズム

[1st step : Max 分布の計算]

修正予測分布の確率変数を Y， Max 分布のそれを Z

とおく

10 Yj=Zj (j: 電力レベルのクラス)とする.

20 年間の最大電力値 Z がグラス j 以上になる確率

Pj を求める.

PF1-12f(仰

30 2 0 と同様にクラス j+1 以上になる確率 Pj+l を

求める.

Pj+l =1 ー{主f(l)}

八
最大値分布

η の計算

L一一1 st 均一一」

契約
電力

40 年間の最大電力値がクラス j になる確率

rj を求める.

rj=Prob. (Z=Zj) 

=Pj-Pj+l 

={三 f(l)} ηー{宮f(川n

以上 1 0 _4。により，年間最大電力分布 X が求

まる.

[2nd step: 最適契約電力値の計算]

契約電力値のレベルごとに基本料金とペナルテ

ィーの期待値を計算し，その和が最小となる契約

電力値レベルを最適契約電力値とする.

ZjXCs +{五 (Z

ただし， C.; 基本料金単価

Cp ; 違約金単価

れ電力レベルを示す補助パラメータ

j; 契約電力レベルを示すパラメータ

5. 電力監視・抑制

電力契約値が締結された後は，運用上電力監視がなさ

れ，契約値オーパーの危険が予測されると所定のアライ

オリティーにしたがい，生産工場を順次停止することに

よる電力抑制対応が行なわれる.

まず，電力監視は，今後 1 時間の予測分布を事前情報

として有している一方，刻々の電力量積算データにもと

づき最終電力値を統計的に予測し，超過の危険率をリア

ルタイムで update していくシステムである.そして，

経過時間が30分を越えたと L、う条件と危険率がある定め

られた値を越えたという条件が同時に発生したときに電

力抑制l策がスタンパイとなる.

そして，抑制すべき電力量がただちに計算され.それ

コスト

c> 、マ〆
kW 

L一一2nd step --------' 
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図 4.2 電力契約ロジック
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を満たす必要十分なる設備停止時

間でかつ停止損失最少の設備がL

P モデルにより計算され表示され

る.なお，停止可能設備は生産計

画等により事前に table 化されて

L 、る.

電力抑制アルゴリズム

10 停止可能設備リストを準備

する.

ai: 第 i 設備の単位時間当り停

止損失額

bi : 第 i 設備の単位時間当り消

費電力

2。 電力監視システムより抑制

実施量 C が提示される.

30 停止すべき設備と必要停止時間zを計算する.

subject to L: biXi孟C

L: aixi-一→Min

契約約一

積
算
量

6. デマンド契約システムの構成

電力デマンド契約システムは，図 6.1 に示すように 3

つのサブシステムで構成される.

第 l は，電力需要予測システムである.これは，年次

契約用としてのみならず刻々の使用電力制御のための情

報としても使えるようになっている.

第 2 ，土，最適契約電力策定システムである.

第 3 は，電力監視・制御システムである.これは，-Ij­

ブシステムとして独自の予測システムおよび抑制jのため

の計算モデルを組み込んだ電力制御システムの 2 つを有

している.

JJ;l:予測

抑制実行時間帯

20 30 40 50 60 (分)

図 5.1 電力監視の概念

7. おわりに

モニター予測分布

将来の操業計画にもとづき，過去の電力使用実績なら

びに平滑化効果を考慮した電力予測アルゴリズムの開発

およびそれを運用するための計算機システムの確立によ

り，電力管理精度の向上をはかり省エネルギーに寄与す

るシステムが構成されたと考えられる.

刊書 Jr: r;!llj

生産操業計岡

図 6.1 システム構成

契約電力
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